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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第３四半期連結
累計期間

第64期
第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

第64期
第３四半期連結
会計期間

第63期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 57,735 63,178 21,965 23,208 80,548

経常利益（百万円） 400 324 234 151 674

四半期（当期）純利益（百万円） 226 201 122 70 214

純資産額（百万円） － － 29,712 29,847 29,858

総資産額（百万円） － － 39,505 39,715 39,480

１株当たり純資産額（円） － － 1,474.951,520.251,482.28

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
11.25 10.11 6.07 3.57 10.67

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 75.1 74.6 75.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,614 116 － － △1,556

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△886 △219 － － △968

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△197 △416 － － △189

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 7,892 8,357 8,876

従業員数（人） － － 376 371 369

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、役務収益を含めて表示しております。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 371 (22)

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 303 (19)

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

産業エネルギー（百万円） 11,404 －

建設資材（百万円） 8,176 －

生活サポート（百万円） 3,624 －

報告セグメント計（百万円） 23,205 －

その他（百万円） 2 －

合計（百万円） 23,208 －

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間取引は相殺消去しております。

２．上記の金額には、役務収益を含めて表示しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

①経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、当初、緩やかな回復基調が続いていたものの、新興国向け輸出

の伸び悩みや政策効果の剥落により、足元では踊り場入りしたとの見方が広がってきております。先行きにつきま

しても、個人消費には次第に明るさが見え始めておりますが、デフレ懸念や雇用に対する不安が払拭できない中で、

依然として不透明感が強い状況となっております。

エネルギー業界では、原油価格が上下動を繰り返しながらも一定の範囲内にとどまったことから販売価格も比較

的安定的に推移しました。しかしながら、需要が低迷する中で過当競争体質が改まらないことから、収益環境は著し

く悪化いたしました。

建設資材業界では、セメント、生コンクリート需要や住宅着工戸数などの落ち込みにようやく歯止めがかかりま

したが、絶対量の不足と物件単価の下落により依然厳しい状況から抜け出せておりません。

こうした中、当社グループは、第三次中期経営計画に基づく諸施策を着実に推し進め、簡素で効率的な組織作りと

顧客ニーズに合致した販売機能の構築に取り組みました。

以上のような状況により、当社グループの第３四半期連結会計期間における売上高に役務収益を加えた営業収益

は、前年度と比較してエネルギー価格が上昇していることや、セメント、生コンクリートの販売量が増加したことな

どが寄与して232億８百万円（前年同期比5.7％増）となりましたが、産業エネルギーと生活サポートの一部での収

益環境の悪化から営業利益は４千４百万円（前年同期比67.2％減）となりました。経常利益は１億５千１百万円

（前年同期比35.3％減）、第３四半期純利益は７千万円（前年同期比42.5％減）となりました。
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また、第３四半期連結累計期間における売上高に役務収益を加えた営業収益は631億７千８百万円（前年同期比

9.4％増）、営業損失は３千４百万円（前年同期は営業利益７千１百万円）、経常利益は３億２千４百万円（前年同

期比19.2％減）、第３四半期純利益は２億１百万円（前年同期比10.8％減）となりました。

セグメント別での業績は次のとおりとなっております。

産業エネルギーにおきましては、構造的減少を余儀なくされる重油に代えて、産業用ＬＰガスの増販に注力する

とともに、大手燃料商やホームセンターなどのチャネルを通じて暖房用灯油販売間口の拡大に取り組みました。

こうした活動の結果、産業エネルギーでの当第３四半期連結会計期間の売上高（役務収益を含む）は、114億４百

万円となり、当第３四半期連結累計期間の売上高（役務収益を含む）は、303億９千万円となりました。

建設資材におきましては、提案力や現場管理力を駆使しての付加価値営業を展開し販売チャネルを拡大したこと

により、セメント、生コンクリートとも販売数量は増加いたしました。建材でも耐震補強や非住居用物件を中心とし

た受注に努めました。

こうした活動の結果、建設資材での当第３四半期連結会計期間の売上高（役務収益を含む）は、81億７千６百万

円となり、当第３四半期連結累計期間の売上高（役務収益を含む）は、222億７千５百万円となりました。

生活サポートにおきましては、サービスステーションでの洗車、タイヤ、オイルなどの油外商品の拡販に向けて新

たな販売ノウハウの構築を行いました。また、家庭用ＬＰガス商圏では、太陽光発電システムや家庭用燃料電池の普

及に努めました。

こうした活動の結果、生活サポートでの当第３四半期連結会計期間の売上高（役務収益を含む）は、36億２千４

百万円となり、当第３四半期連結累計期間の売上高（役務収益を含む）は、105億４百万円となりました。

②財政状態の分析

（資　産）

当第３四半期末における総資産は、397億１千５百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億３千４百万円の

増加となりました。主な要因は、「現金及び預金」が６億３千６百万円、「未収還付法人税等」が４億７千万円、

「前渡金」が３億８百万円それぞれ減少した一方で、「受取手形及び売掛金」が13億５千５百万円、「建物及び構

築物」が３億８千４百万円増加したことによるものであります。

（負　債）

当第３四半期末における負債は、98億６千７百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億４千４百万円の増

加となりました。主な要因は、「前受金」が２億１千２百万円減少した一方で、「支払手形及び買掛金」が４億５千

１百万円、「資産除去債務」が１億９千８百万円それぞれ増加したことによるものであります。

（純資産）

当第３四半期末における純資産は、298億４千７百万円となり、前連結会計年度末と比較して１千万円の減少とな

りました。主な要因は、剰余金の配当１億７千２百万円と四半期純利益２億１百万円により「利益剰余金」が２千

９百万円、「少数株主持分」が１億７千８百万円が増加しましたが、自己株式の取得により、「自己株式」が１億７

千９百万円増加し、「その他有価証券評価差額金」が３千８百万円減少したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は74.6％、１株当たり純資産は1,520円25銭となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、83億５千７百万円（前年

同期末は78億９千２百万円）となり、第２四半期末と比較して20億７千３百万円の減少となりました。

なお、前連結会計年度末と比較すると５億１千９百万円の資金の減少となっております。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益、仕入債務の

増加、その他の流動負債の増加及び売上債権の増加等の結果、17億円の資金の減少（前年同期は19億９千５百万円

の資金の減少）となりました。

なお、当第３四半期累計期間では、１億１千６百万円の資金の増加となっております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入及び定期預金

の預入による支出、有形及び無形固定資産の取得による支出等の結果、１億３百万円の資金の減少（前年同期は５

億３千９百万円の資金の減少）となりました。

なお、当第３四半期累計期間では、２億１千９百万円の資金の減少となっております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払、自己株式の取得による支

出等の結果、２億６千９百万円の資金の減少（前年同期は７千７百万円の資金の減少）となりました。

なお、当第３四半期累計期間では、４億１千６百万円の資金の減少となっており、配当金につきましては、１億６

千４百万円の支払を行っております。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

①重要な設備計画の完了

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設のうち、完了

したものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
セグメントの
名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月
完成後の
増加能力

当社

横大路事業所

京都市

伏見区
建設資材

上原硝子㈱・京都三協

サッシ㈱事務所・作業所
225平成22年12月 －

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。

②重要な設備の新設、除去等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,802,000

計 95,802,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,053,942 24,053,942
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 24,053,942 24,053,942 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 24,053,942 － 5,549 － 5,456

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

  普通株式     3,709,000
－ 単元株式数 1,000株

（相互保有株式）

  普通株式       692,000
－ 同　上

完全議決権株式（その他）   普通株式    19,575,000 19,575 同　上

単元未満株式 普通株式        77,942 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数               24,053,942 － －

総株主の議決権 － 19,575 －

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式482株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

上原成商事株式会社
京都市中京区御池通烏丸

東入仲保利町191番地
3,709,000 － 3,709,000 15.41

（相互保有株式）      

豊国石油株式会社
大阪府高石市高砂２丁目

６
691,000 － 691,000 2.87

株式会社グロー・ガ

ステック

滋賀県湖南市石部北１丁

目６番２号
1,000 － 1,000 0.00

計 － 4,401,000 － 4,401,000 18.29

（注）　当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数（相互保有株式含む）は5,026,000株で、発行済株式総数

に対する所有株式数の割合は20.89％であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 414 390 341 338 322 295 295 302 323

最低（円） 358 325 321 321 270 271 280 273 292

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、京都監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,286 9,923

受取手形及び売掛金 ※4
 15,358 14,002

工事未収金 861 884

有価証券 99 200

商品及び製品 430 398

未成工事支出金 30 38

販売用不動産 － 0

未収還付法人税等 － 470

その他 377 745

貸倒引当金 △423 △457

流動資産合計 26,021 26,205

固定資産

有形固定資産 ※1
 4,476

※1
 3,991

無形固定資産

のれん 22 44

その他 198 129

無形固定資産合計 221 173

投資その他の資産

投資有価証券 3,563 3,750

差入保証金 4,469 4,486

その他 1,078 988

貸倒引当金 △115 △116

投資その他の資産合計 8,995 9,109

固定資産合計 13,693 13,274

資産合計 39,715 39,480
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 5,475 5,024

工事未払金 429 498

短期借入金 40 92

未払法人税等 55 19

賞与引当金 95 183

役員賞与引当金 29 26

その他 2,510 2,768

流動負債合計 8,635 8,613

固定負債

退職給付引当金 362 361

役員退職慰労引当金 497 479

その他 371 168

固定負債合計 1,232 1,009

負債合計 9,867 9,622

純資産の部

株主資本

資本金 5,549 5,549

資本剰余金 5,455 5,456

利益剰余金 19,604 19,575

自己株式 △1,453 △1,274

株主資本合計 29,157 29,307

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 477 516

評価・換算差額等合計 477 516

少数株主持分 213 34

純資産合計 29,847 29,858

負債純資産合計 39,715 39,480
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 57,128 62,578

売上原価 53,420 58,958

売上総利益 3,707 3,619

役務収益 607 600

営業総利益 4,314 4,219

販売費及び一般管理費 ※
 4,243

※
 4,254

営業利益又は営業損失（△） 71 △34

営業外収益

受取利息 58 51

受取配当金 28 34

仕入割引 68 57

報奨金 121 121

持分法による投資利益 12 32

その他 87 112

営業外収益合計 378 410

営業外費用

支払利息 7 6

売上割引 22 24

その他 19 20

営業外費用合計 48 51

経常利益 400 324

特別利益

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 13 46

負ののれん発生益 － 87

その他 0 －

特別利益合計 14 134

特別損失

固定資産処分損 1 9

投資有価証券売却損 － 0

会員権売却損 0 －

会員権評価損 0 3

出資金評価損 4 －

減損損失 － 40

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 126

リース解約損 0 0

その他 2 －

特別損失合計 9 181

税金等調整前四半期純利益 405 277

法人税等 185 88

少数株主損益調整前四半期純利益 － 188

少数株主損失（△） △6 △13

四半期純利益 226 201
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 21,744 22,980

売上原価 20,447 21,658

売上総利益 1,296 1,322

役務収益 220 227

営業総利益 1,517 1,550

販売費及び一般管理費 ※
 1,380

※
 1,505

営業利益 136 44

営業外収益

受取利息 19 16

受取配当金 7 7

仕入割引 24 20

報奨金 40 41

持分法による投資利益 △3 5

その他 25 31

営業外収益合計 112 122

営業外費用

支払利息 2 2

売上割引 7 9

その他 4 4

営業外費用合計 14 15

経常利益 234 151

特別利益

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 8 △20

その他 0 －

特別利益合計 8 △20

特別損失

固定資産処分損 1 2

投資有価証券売却損 － 0

会員権売却損 0 －

会員権評価損 － 3

出資金評価損 4 －

リース解約損 0 －

その他 2 －

特別損失合計 8 5

税金等調整前四半期純利益 234 125

法人税等 112 60

少数株主損益調整前四半期純利益 － 65

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △5

四半期純利益 122 70
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 405 277

減価償却費 208 272

減損損失 － 40

長期前払費用償却額 8 9

のれん償却額 22 22

負ののれん発生益 － △87

持分法による投資損益（△は益） △12 △32

投資有価証券売却損益（△は益） △0 0

出資金評価損 4 －

会員権売却損益（△は益） 0 －

会員権評価損 0 3

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △43 18

賞与引当金の増減額（△は減少） △99 △88

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32 1

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8 3

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47 △35

受取利息及び受取配当金 △87 △86

支払利息 7 6

固定資産売却損益（△は益） △0 △0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 126

売上債権の増減額（△は増加） △2,816 △1,279

たな卸資産の増減額（△は増加） △75 △7

差入保証金の増減額（△は増加） △37 17

その他の流動資産の増減額（△は増加） 65 423

投資その他の資産の増減額（△は増加） 131 △6

仕入債務の増減額（△は減少） 1,384 352

その他の流動負債の増減額（△は減少） △208 △275

その他 △69 13

小計 △1,235 △310

利息及び配当金の受取額 54 57

利息の支払額 △2 △2

法人税等の支払額 △1,430 △99

法人税等の還付額 － 470

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,614 116
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △206 △461

定期預金の払戻による収入 135 679

投資有価証券の取得による支出 △20 △5

投資有価証券の売却による収入 0 0

有価証券の償還による収入 － 200

投資有価証券の償還による収入 － 100

貸付けによる支出 △121 △102

貸付金の回収による収入 19 34

有形及び無形固定資産の取得による支出 △686 △608

有形及び無形固定資産の売却による収入 9 2

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △63

その他 △15 4

投資活動によるキャッシュ・フロー △886 △219

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 17 －

短期借入金の返済による支出 △7 △52

リース債務の返済による支出 △12 △20

配当金の支払額 △193 △164

少数株主への配当金の支払額 － △0

自己株式の取得による支出 △0 △179

自己株式の売却による収入 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △197 △416

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,698 △519

現金及び現金同等物の期首残高 11,591 8,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,892

※
 8,357
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結の範囲の変更

第２四半期連結会計期間より、株式会社グロー・ガステックの株式を新

規取得したことにより連結の範囲に含めております。

（２）変更後の連結子会社の数

10社

２．会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失は６百万円増加し、経

常利益は６百万円、税金等調整前四半期純利益は133百万円それぞれ減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

196百万円であります。

 （２）企業結合に関する会計基準等の適用

第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計

基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持

分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表

分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「法人税等の支払額」に含めて表

示しておりました「法人税等の還付額」は、当第３四半期連結累計期間において重要性が増したため、区分掲記してお

ります。

なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「法人税等の支払額」に含まれる

「法人税等の還付額」は11百万円であります。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

EDINET提出書類

上原成商事株式会社(E02669)

四半期報告書

18/31



【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が、第２四半期連結会計期

間末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、第２四半期連

結会計期間末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省

略し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として、合理的な方法

により算定する方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっております。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる

ので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックスプラン

ニングを利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、5,580百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、5,190百万円であ

ります。

２．偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金及び商手割引に対

し、債務保証等を行っております。

㈱青山石油 33百万円

京滋運輸㈱ 62 

計 96 

２．偶発債務

連結会社以外の会社の銀行借入金及び商手割引に対

し、債務保証を行っております。

㈱青山石油 41百万円

京滋運輸㈱ 67 

計 109 

セメント・生コンクリート協同組合等からの仕入債

務等に対し、保証を行っております。

京都中央生コン販売㈿ 100百万円(注)

滋賀南西部生コン販売㈿ 60　　　(注)

京都セメント・生コン卸㈿ 16　　　(注)

滋賀県セメント販売㈿ 3　　　(注)

その他（９社） 6　

（注）なお、京都中央生コン販売㈿、滋賀南西部生コン

販売㈿については、組合員１社当たりの極度額、京

都セメント・生コン卸㈿、滋賀県セメント販売㈿に

ついては、組合員のシェア割合分の極度額を記載し

ております。

セメント・生コンクリート協同組合等からの仕入債

務等に対し、保証を行っております。

京都中央生コン販売㈿ 100百万円(注)

滋賀南西部生コン販売㈿ 60　　　(注)

京都セメント・生コン卸㈿ 16　　　(注)

滋賀県セメント販売㈿ 3　　　(注)

その他（８社） 2　

（注）なお、京都中央生コン販売㈿、滋賀南西部生コン

販売㈿については、組合員１社当たりの極度額、京

都セメント・生コン卸㈿、滋賀県セメント販売㈿に

ついては、組合員のシェア割合分の極度額を記載し

ております。

３．受取手形割引高は、146百万円であります。 ３．受取手形割引高は、73百万円であります。

※４．四半期連結会計期間末日満期手形 ４．              ──────               

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金

額は、次のとおりであります。

受取手形 543百万円

支払手形 443百万円

受取手形割引高 2百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

人件費 1,872百万円

賞与引当金繰入額 98 

役員賞与引当金繰入額 32 

退職給付費用 134 

役員退職慰労引当金繰入額 32 

貸倒引当金繰入額 110 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

人件費 1,857百万円

賞与引当金繰入額 94 

役員賞与引当金繰入額 34 

退職給付費用 116 

役員退職慰労引当金繰入額 37 

貸倒引当金繰入額 12 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

人件費 526百万円

賞与引当金繰入額 98 

役員賞与引当金繰入額 10 

退職給付費用 44 

役員退職慰労引当金繰入額 11 

貸倒引当金繰入額 31 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

人件費 613百万円

賞与引当金繰入額 94 

役員賞与引当金繰入額 11 

退職給付費用 39 

役員退職慰労引当金繰入額 16 

貸倒引当金繰入額 11 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 8,938

担保提供又は預入期間が３か月を

超える定期預金
△1,045

現金及び現金同等物 7,892

 （百万円）

現金及び預金勘定 9,286

担保提供又は預入期間が３か月を

超える定期預金
△929

現金及び現金同等物 8,357
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 24,053千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 4,560千株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 86 4.25平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

平成22年11月10日

取締役会
普通株式 86 4.25平成22年９月30日平成22年12月７日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 
エネルギー
関連

（百万円)

建設資材
関連

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
13,978 7,858 128 21,965 － 21,965

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
3 0 1 5 (5) －

計 13,981 7,858 130 21,970 (5) 21,965

営業利益

（△は営業損失）
72 64 △0 136 (△0) 136

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 
エネルギー
関連

（百万円)

建設資材
関連

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
36,183 21,110 441 57,735 － 57,735

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
8 9 7 26 (26) －

計 36,192 21,119 449 57,761 (26) 57,735

営業利益

（△は営業損失）
△201 258 14 71 (△0) 71

（注）１．事業区分の方法

事業区分の方法は、取扱い商品の種類・性質等に基づきエネルギー関連・建設資材関連・その他に区分して

おります。

２．各事業区分の主要商品

事業区分 主要商品

エネルギー関連 石油製品・液化石油ガス

建設資材関連 セメント・生コンクリート・建材等

その他 機器・宝飾品・住宅関連等

３．売上高には役務収益を含めております。

４．「宝飾品」事業は、平成21年３月末日をもって事業撤退いたしております。

５．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の「建設資材関連」の売上高が880百万

円、営業利益が32百万円それぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、商品・サービス別の事業部門を設置し、各事業部門は、取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立

案し、事業活動を展開いたしております。

当社グループは、事業部門を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、「産業エネルギー」

「建設資材」「生活サポート」の３つを報告セグメントとしております。

「産業エネルギー」は、主に石油製品・液化石油ガスを需要家及び販売店向けに直接販売・卸販売いたしておりま

す。「建設資材」は、主にセメント・生コンクリート・各種建材を建設会社及び販売店向けに直接販売・卸販売いた

しております。「生活サポート」は、主に直営サービスステーションや連結ガス子会社などを通じ、ガソリン、家庭用

ＬＰガス、リフォーム、機器、新エネルギー関連商品、保険、リースなど一般消費者向けに販売いたしております。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計産業

エネルギー
建設資材

生活

サポート
計

売上高       

外部顧客への売上高 30,39022,27510,50463,170 8 63,178

セグメント間の内部

売上高又は振替高
208 1 9 219 － 219

計 30,59822,27610,51363,389 8 63,397

セグメント利益又は

損失（△）
388 312 △45 655 8 664
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当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計産業

エネルギー
建設資材

生活

サポート
計

売上高       

外部顧客への売上高 11,404 8,176 3,624 23,205 2 23,208

セグメント間の内部

売上高又は振替高
91 0 2 94 － 94

計 11,495 8,177 3,626 23,299 2 23,302

セグメント利益 151 148 14 313 2 316

（注）１．「その他」の区分は、主に本社ビルの地代賃貸等であります。

２．売上高には役務収益を含めております。

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 655

「その他」の区分の利益 8

セグメント間取引消去 △0

全社費用（注） △698

四半期連結損益計算書の営業損失 △34

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 313

「その他」の区分の利益 2

セグメント間取引消去 △0

全社費用（注） △271

四半期連結損益計算書の営業利益 44

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認め

られないため注記を省略しております。

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認め

られないため注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、当連結会計期間の期首と比較して著しい変動が

認められないため注記を省略しております。

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

認められないため注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,520.25円 １株当たり純資産額 1,482.28円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11.25円 １株当たり四半期純利益金額 10.11円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 226 201

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 226 201

期中平均株式数（千株） 20,120 19,979

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 6.07円 １株当たり四半期純利益金額 3.57円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 122 70

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 122 70

期中平均株式数（千株） 20,120 19,701
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

前連結会計年度末と比較して著しい変動がないため記載を省略しております。

２【その他】

平成22年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………86百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円25銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月７日

（注）　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いしております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

上原成商事株式会社

取締役会　御中

京都監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高津　靖史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中村   源 　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上原成商事株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上原成商事株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

上原成商事株式会社

取締役会　御中

京都監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高津　靖史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　眞吾　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上原成商事株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上原成商事株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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